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京都大学大学院医学研究科寄付講座 

保健・医療・介護・福祉分野における「社会的インパクト評価学講座」設置検討について 

世界のあらゆる活動やサービスには多面的な効果があります。例えば、医療や健康づくりの取り組みには、人々を健康に
することを通じて、労働生産性を高める、経済活動を活発にする、地球環境への負荷を減らすといった多面的な社会的
インパクトを発生させることが想定できます。また、労働環境や雇用制度、自然環境、文化活動状況など、通常、健康
づくりを直接促す要因とはみなされていない環境要因も、生活環境への影響を通じて健康に大きく影響することが知られ
ています。したがって、これらの環境を改善する取り組みは人々の健康やウェルビーイングに貢献している可能性があり
ます。 

例えば、医療や介護、福祉の分野では、地域社会とのつながりの場を活用した多面的な健康やウェルビーイングの向上
を目指す「社会的処方」の取り組みが広がっています。地域社会では、高齢者や子どもが安心して過ごせる「通いの場」
や「こども食堂・みんな食堂」の取り組みや、伝統文化やアートを通じた取り組み、そしてごみのリサイクル活動等の地球
環境保護の取り組みを通じたコミュニティの活性化を目指す活動等が大きな広がりを見せています。こういった地域の
取り組みを支援すべく、自治体との幅広い連携を進めることで、健康や社会的つながり、地域創成といった多面的な価
値の創造を目指す企業活動が広がっています。ところが、多様な活動やサービスがもたらし得る様々な社会的インパクト
の多くは数値化されていないために、取り組みに関与する組織やその取り組みの価値は過小評価されていたり、その価
値にすら気づかれていない場合も多いのが現状です。 

一方、上記のような多様な「社会的インパクト」への関心自体は高まっており、社会的インパクト投資市場の形成が
進んできています。産官学民が連携して、分野を超えたトータルのインパクト（コレクティブ・インパクト 1）を高めるこ
とを目指した社会サービスを創成しようという動きが高まっております。インパクト投資の世界全体での市場規模は
4,040億ドル 2で、国内でも 13,204億円と、2017年度の 718億円から 5年間で 18倍以上に増加しています
3。内閣府も「コレクティブ・インパクト」の海外事例を収集し、成果連動型民間委託契約方式（PFS：Pay For 
Success）の推進に向けて PFSアクションプランを公表するなど政府の積極的な関与も見受けられるようになりました
4。 

内閣府も「社会的インパクト評価について」情報収集を進めていますが、日本では社会的インパクト評価研究の蓄積
が遅れており、内閣府は「データの捕捉・共有と、データに基づく取組の改善が重要であり、そのために研究者が関与す
ることも有効であるとしています 4。そこで、上記「PFS アクションプラン」の分野別取り組みの筆頭に掲げられている保健
医療、介護、そして福祉の分野における社会的インパクト投資の推進に必要な評価研究の蓄積を図るため、関連す

 
1 行政や企業、NPO や自治体など、多様な傘下組織が、それぞれの枠組みを超えて協働し、さまざまな社会課題の解決に取り組むことでえられる集合的（Collective）なイン
パクトのこと 
2 2020年のデータ。インパクト投資に関する世界的なネットワークである GIIN のレポート 
3 2021年度のデータ。一般財団法人社会変革推進財団（SIIF）／GSG国内諮問委員会事務局（2021）「日本におけるインパクト投資残高（推計）の推移 」による。 
4 内閣府「社会課題の解決における成果最大化に向けた協働の海外事例調査」 
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る分野で実績のある京都大学大学院医学研究科に寄附講座「保健・医療・介護・福祉分野における社会的インパク
ト評価研究講座」の設置の検討を開始いたしました。 

ついては企業の皆様に本講座設置・運営の為の寄附をお願いしたいと存じます。ご質問、ご関心等ございましたら、下
記までご連絡頂戴できますと幸いです。 
  

設置予定講座の規模、体制など 

設立時期 ２０２４年度中 
金額 年間５０００万円 （人件費・事務経費・研究費） 
期間 ５年間 
体制 特定准教授 2名、特定助教１名、研究員（教授相当）１名、事務職員１名  

 

研究活動内容例 

1. 保健医療・介護・福祉に関するコレクティブ・インパクトのある活動モデルの開発  
【活動例】 
 医療機関における社会的処方やヘルスプロモーションの活動 
 伝統文化やアート、その他の多様な自己表現の機会づくり 
 地域における生活困窮者支援の活動 
 アプリを用いた健康づくりや生活支援プログラム 
 事業所における健康経営プログラム 
 地域包括ケアや地域共生社会推進に関する自治体のシステム 

2. 関連する諸活動の多面的効果の検証 
3. PFSや社会的インパクト投資（Social Impact Bond：SIB）に基づくサービスの効果評価 
4. プログラム開発・効果評価・効果的な運用のためのツールの開発等 
5. PFSや SIB を活用に関連する政策の研究 
 

担当連絡先 

京都大学社会疫学分野お問い合わせ窓口（お問い合わせ） 

 
以上 

 

  

https://socepi.med.kyoto-u.ac.jp/contact_us
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参考資料 

関係者らによる関連するこれまでの研究活動 
 
１．介護予防活動の多面的効果に関する研究例 
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２．自治体の健康づくりプログラムの多面的評価事例 
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ウォーキングポイント事業参加の高齢者で
歩行時間1日約3.6分（約360歩）増加，

運動機能，うつが改善
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参加者と非参加者の背景要因が揃うように傾向スコアによる逆確率重み付け（IPTW）を用いて調べました。

藤原聡子，辻大士，近藤克則．ウォーキングによる健康ポイント事業が高齢者の歩行時間，運動機能，うつに及ぼす効果：傾向スコ
アを用いた逆確率重み付け法による検証．日本公衆衛生雑誌 67(10),734-744,2020.
https://www.jages.net/kenkyuseika /paper_ja/?action=common_download_main&upload_id =10944

歩行時間が正の場合は歩行時間の増加，運動機能得点とうつ得点が負の場合は運動機能得点，うつ得点が改善

360歩×2.36円／歩（国土交通省の年間医療費抑制推定額）×高齢者15万人＝年12.6億円抑制

20

グリーンスローモビリティー
導入前後の日常行動範囲の変化

導入前 導入後

※赤線は、グリーンスロモビリティ経路

自宅周辺に傾斜がある参加者（28人/58人中）に注目し、
日常行動範囲の変化を確認したところ…

導入前に比べ、導入後は行動範囲が1.5倍に

高低差20ｍの住宅地、駅まで20分弱

坂道が多い

電動カート(グリスロ)導入
グリーンスローモビリティ
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３．企業による健康経営活動の多面的評価 
 

 
 

 
4．現在進行中の関連プロジェクト（例） 
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多面的アウトカム評価ツールを活用した社会的処方事業
の推進と評価（兵庫県養父市・三重県名張市等）
対象者の”健康“を多面的に評価し、多職種で共有する
例︓英国のwell-being starやオランダのspider chartなどを使った多面的アセスメントと情報共有

鳥取県保険者協議会による社会的処方モデル事業より
Institute for Positive Health and Positive Health International.
https://www.iph.nl/en/participate/free -downloads/

24
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https://impactinvestment.jp/impact-investing/about.html 
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https://impactinvestment.jp/impact-investing/market.html 
 
 

「コレクティブ・インパクト」を実現する 5 つの要素 
DIAMOND ハーバード・ビジネス・レビュー論文   発行年月：2017 年 07 月「今日、企業経営ではＣＳＶ（共
通価値の創造）、すなわち社会的便益を生む方法で経済的成功を目指すことが不可欠になっている。だが、現実には
企業が単独で実現できることは少ない。どの企業もエコシステムの中に存在し、社会情勢や政策の変化による市場縮小
や協力企業の低迷などの影響を受けるからである。そうした制約を超えるためには、政府やＮＧＯ、地域社会との協働
を進める新たなフレームワークが必要だ。その一つとして注目したいのが「コレクティブ・インパクト」というアプローチである。
本 書 で は 、 そ の 原 理 を 分 析 し 、 基 本 要 素 に つ い て 検 討 し て い く 。 」 
https://www.diamond.co.jp/digital/478102403100.html 

 

コレクティブ・インパクトとは 
コレクティブ・インパクト（Collective Impact）とは、米国のコンサルティング会社 FSG のボードメンバーである John 
Kania氏とMark Kramer氏が 2011年に発表した論文「Collective Impact」の中で提唱された概念です。行政
や企業、NPO や自治体などの参加者（プレイヤー）がそれぞれのくくりを超えて協働し、さまざまな社会課題の解決に
取り組むことで集合的（Collective）なインパクトを最大化すること、あるいはその枠組みを実現するためのアプローチを
意味します。 

なぜコレクティブ・インパクトが必要なのか 
これまで社会課題を解決する際、個々の団体がそれぞれ自分たちの分野で独自に活動を進めてきました。しかし昨今の
社会課題は極めて複雑になっており、ひとつの団体で社会課題を解決することが難しくなってきています。 
また、昨今において株式会社は業績や利益を上げる事に加えて、社会課題などのより大きな課題を解決することを求め
られるようになっています。そこで、異なる強みを持つ団体同士がプレイヤーとして一堂に会し、共通の課題を解決しようと
するコレクティブ・インパクトというアプローチ方法が有効であると考えられ、誕生しました。 

https://impactinvestment.jp/impact-investing/market.html
https://www.diamond.co.jp/digital/478102403100.html


 10 

コレクティブ・インパクトの 5つの特徴 
コレクティブ・インパクトには、通常の協働や協業とは異なる 5 つの特徴が備わっています。 

1.  共通のアジェンダ  (Common Agenda) 

2.  評価システムの共有  (Shared Measurement) 
コレクティブ・インパクトでは、すべての参加者が測定手法を共有しておのおのの成果を測定・報告し、それらを通じてさら
なる学習・改善を行う必要があります。 

3.  相互の活動の補強  (Mutual ly  Reinforcing Activ it ies) 

4.  継続的なコミュニケーション  (Continuous Communication)  

5.  活動を支えるバックボーン組織  (Backbone Organization) 

出典：https://www.sofia-inc.com/blog/9092.html 

 

 

出典：https://www8.cao.go.jp/pfs/index.html 
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https://www8.cao.go.jp/pfs/pamphlet.pdf 

 

https://www8.cao.go.jp/pfs/pamphlet.pdf
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https://www5.cao.go.jp/kyumin_yokin/kyoudou/gaiyou.pdf 
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https://www8.cao.go.jp/pfs/actionplan/actionplanr4gaiyou.pdf 
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